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資料４

（ ） （ ）特定防除資材の取扱いが保留されている資材 液状活性炭等 の取扱いについて 案

１ 液状活性炭の概要

液状活性炭は、活性炭と可溶性デンプンを原材料とし、可溶性デンプンの分散作

用で、細かな粉末にした活性炭を水中に微粒子状に分散させた黒色の液体である。

当該資材を湛水状態の水田に散布することによって、水田の地表部に達する光を

遮断し、雑草の発芽及び生育を抑える効果を目的として使用される。

２ 農薬の定義について

農薬取締法において農薬は 「①農作物（樹木及び農林産物を含む。以下「農作、

物等」という ）を害する菌、線虫、だに、昆虫、ねずみその他の動植物又はウイ。

ルス（以下「病害虫」と総称する ）の防除に用いられる殺菌剤、殺虫剤その他の。

薬剤及び農作物等の生理機能の増進又は抑制に用いられる成長促進剤、発芽抑制剤

その他の薬剤と、②病害虫の防除のために利用される天敵」と定義されている。

「薬剤」については、一般的に化学的作用をもつ物質を指す言葉として用いられ

ているが、この場合の化学的作用とは、物質の化学反応に関するものだけでなく、

物質固有の性質による作用を広くいうものである（例；液体に化学反応を起こさせ

るものではないが、その表面張力を低下させる性質を有する物質を「界面活性剤」

というが、このような物質も薬剤に該当する ）。

農薬は、対象とする病害虫や雑草に薬剤が直接作用したり、使用された農作物に

抵抗性が誘導されることにより効果を発揮するものである。また、その作用の仕組

みをみると、生体内の化学反応に作用することによって結果的に病害虫を防除する

ものが多いが、マシン油や界面活性剤のように、表面張力を低下させること等によ

り害虫の気門をふさいで窒息死させたり、病原菌の胞子を飛ばなくすることで病気

を抑えるものもあり、こうした作用の仕組みによるものも含め、現在農薬として使

用されているものは化学的作用をもつ物質に該当すると考えられる。

（参考： 薬剤」等の定義（出典：広辞苑（岩波書店）第５版）「

：薬の品々を調合したもの。薬品。薬物。 。薬剤 くすり

：①病気や傷を治療・予防するために服用又は塗布・注射するもの。水薬薬

・散薬・丸薬・膏薬・煎薬などの種類がある。

広く化学的作用をもつ物質。 農薬など。② うわぐすり・火薬・

薬物：薬となる物質。また、くすり。

化学 を研究する自然： 構造・ 並びにこれらの物質相互間の反応諸物質の 性質

科学の一分野。

化学的 物質の組成・性質・変化に関するさま。：化学により認識されるさま。
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、 、 、 、 、なお 病害虫や雑草の防除法は 通常 ( )化学的防除 ( )機械的・物理的防除1 2
( )耕種的防除及び( )生物的防除の４種類の方法に分類されており、化学的防除に3 4
用いられる薬剤は農薬取締法上の農薬に該当する一方で、機械的・物理的防除に用

いられるマルチシート（物理的作用による雑草抑制と地温上昇の目的を兼ねる）や

被覆ネット（物理的作用による害虫侵入防止目的）などの資材は、薬剤でないこと

から農薬に該当しないものとしたところである。

３ 液状活性炭の取扱いについて

上記１から、液状活性炭は雑草等に対し何ら化学的作用を与えず、単に光を遮断

するという物理的手段により雑草発生抑制の効果を期待するものであり、２の「薬

剤」の概念に当てはまらない。

仮に液状活性炭を、防除効果があり、薬剤に該当するという理由により、農薬と

して取扱うこととした場合、同様な作用の仕組みを持つ土、砂や泥（雑草に覆いか

ぶせたり、水田水をかきまぜて濁らせることで光を遮断することにより雑草を防除

できる）や、前回の合同会合で農薬に該当しないと判断した米ぬか（微生物の分解

作用により水田水を濁らせることで光を遮断することにより雑草を防除できる）等

、 、の資材についても 農薬に該当する可能性があるものとして見直す必要が生じるが

このような資材は、まさに物理的手段による防除であり、現状どおり薬剤に該当し

ないとすべきである。

従って、液状活性炭等の、光を遮断することにより雑草を防除する目的で使用さ

れる資材については、薬剤に該当しないことから農薬に該当しないものとして扱う

こととする。

ただし、液状活性炭のような資材を農薬取締法の規制対象外とした場合に、こう

した資材に化学的作用を有する除草剤を含有させることで防除効果の向上を図る資

材が出回るおそれがあるが、こうした化学的作用を有する成分を含む資材は農薬に

該当することから農薬取締法の対象として取締ることとする。


